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序
2018 年は、明治元 (1968) 年から数えて 150 年の節目に当たる。政府
も、明治期における日本の近代化を振り返ろうと、「明治 150 年」の











( 1 ) 本稿は、2018 年 7 月 29 日に香川県小豆郡土庄町で開催予定であった (しかし台風 12
号接近・上陸により中止となった) 公開講座「むすびわざ大学」での講演原稿、および
































( 2 ) 実定法学者による民法制定史の簡潔なまとめとしては、平成 29 年民法改正に向けた議
論を契機として、内田貴『民法改正――契約ルールが百年ぶりに変わる』(ちくま新書・







「ナポレオン 5 法典」または「ナポレオン諸法典〔codes napoléoniens〕」






















では、なぜナポレオン 5 法典は、この 5つの法典であったのか、そして





















































































1880 年 旧刑法および治罪法 (のちの刑事訴訟法) 制定
1889 年 大日本帝国憲法発布
1890 年 旧民法、旧商法および旧民事訴訟法制定 (六法の制定完了)




















1867 年に大政奉還が行われてから、1896 年に民法 (財産法部分。家族
法部分は 1898 年制定) が制定されるまでの 20 年間は、概ね 3 つの時期に
分けることができる。
第 1 期は、外国の民法を (翻訳した上で) そのまま日本の法律にしよう
とした時期である。
第 2 期は、いわゆる「御雇外国人」による法典の編纂期である。その成





































( 5 ) 的野半介『江藤南白 (下)』(南白顕彰会・1914 年) 107頁。穂積陳重『法窓夜話』(岩




































( 7 ) 大槻文彦『箕作麟祥君傳』(丸善・1907 年) 100頁 (明治 20 年 9 月 15 日明治法律学校
授業初の式における箕作麟祥の演説を収録した部分)。
























学で教鞭をとっていたボワソナード (G. E. Boisonade) である。ボワソ
ナードは、1873 年に来日すると、司法省明法寮や司法省法学校で教鞭を

















それから 10 年余を経た 1890 年に、今日では旧民法と呼ばれる民法典が
公布された。旧民法は、財産編 (572箇条)、財産取得編 (435箇条)、債
権担保編 (298箇条)、証拠編 (164箇条) および人事編 (293箇条) の 5
編 1762箇条から構成されていた。ただし、この中で、財産取得編の最後



























(14) 法学新報 5 号 (1891 年) 7頁 (穂積重威編纂『穂積八束博士論文集』〔有斐閣・増補改
版・1943 年〕223頁所収)
(15) 前掲注(4)23頁における仁井田発言。
(16) 富井政章『民法原論 1巻上』(有斐閣書房・第 3版・1905 年) 58頁以下で、民法施行延
期派が掲げた理由が整理されている。なお、富井は、自身も施行延期派として貴族院にお




























































































穂積は 37歳、富井は 34歳、梅は 32歳であり、いずれも帝国大学 (現・
東京大学) 法学部で教鞭をとっていた。
それぞれの学歴の始まりを見ると、穂積は 1870 年に宇和島藩貢進生と






まった。3年余り後の 1896 年には財産取引に関する前半の 3つの編 (724
か条) が、さらにそれから 2 年後の 1898 年に家族関係に関する後半の 2
つの編 (320 か条) が帝国議会で可決され
(24)












法 (1829 年制定)、ドイツ民法第一草案 (1888 年) および第二草案 (1895
























































回が、ガリレオ・ガリレイ (1564 年-1642 年) やヨハネス・ケプラー
(1571 年-1630 年) などによるのちの天文学の展開につながるのである。

















































(26) 平成 29 年の民法改正にいたる議論の中でも、こうした原則は異論がないものと確認さ



























































































































































































(31) 法教育推進協議会 (中学生向け法教育教材作成部会) 作成「私法と消費者保護」http :
//www.moj.go.jp/content/001149545.pdf〔2018 年 10 月 29 日閲覧〕。
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